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1 インターネットの普及状況
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総務省「通信利用動向調査（世帯編）」により作成 

※　インターネット利用者数（推計）は、6歳以上で、過去1年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本調査の結果からの推計値。インターネット
接続機器については、パソコン、携帯電話・PHS、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆるものを含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等について
も、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるものを含む 

※　人口普及率（推計）は、本調査で推計したインターネット利用人口8,529万人を、2005年10月の全人口推計値1億2,771万人（国立社会保障・人口問題研究所『我が国
の将来人口推計（中位推計）』）で除したもの 

※　1997～2000年末までの数値は「通信白書」から抜粋。2001～2005年末の数値は、通信利用動向調査における推計値 
※　調査対象年齢については、1999年調査までは15歳～69歳であったが、その後の高齢者及び小中学生の利用増加を踏まえ、2000年調査は15歳～79歳、2001年調
査以降は6歳以上に拡大したため、これらの調査結果相互間では厳密な比較はできない 

インターネット利用人口 人口普及率 

（年末） 

図表1-2-1 インターネット利用者数及び人口普及率の動向

１過去1年の間に、パソコン、携帯電話、PHS、携帯情報端末、ゲーム機等を通じて利用したインターネットの利用率を指す
２携帯電話・PHS及び携帯情報端末。以下、「携帯電話等」としたときは同様とする
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※　契約数、加入可能世帯数共に2006年3月末の数値 

契約数 
1,452万 
（30.9％） 

加入可能 
世帯数 
4,700万 

契約数 
331万 
（9.7％） 

加入可能 
世帯数 
3,430万 

契約数 
546万 

（13.6％） 

加入可能 
世帯数 
4,020万 

DSL ケーブルインターネット FTTH

図表1-2-4 ブロードバンド回線契約数が加入可能世帯数に占める割合

2 ブロードバンド化
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※　2004年度分以降は電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、 
　　それ以前は事業者から任意に報告を受けた契約数を集計 
 

DSL ケーブルインターネット FTTH 無線（FWA）

図表1-2-3 ブロードバンド契約数の推移

パソコンのみ 
1,585万人【18.6％】 

ゲーム機・TV等 
163万人【1.9％】 

携帯電話・PHS 
及び携帯情報端末のみ 
1,921万人【22.5％】 

ゲーム機・TV等のみ 
1万人【0.0％】 

パソコン、携帯電話・PHS 
及び携帯情報端末併用 
4,862万人【57.0％】 

   7万人  
【0.1％】 

  20万人 
【0.2％】 
 

133万人 
 【1.6％】 

パソコン 
6,601万人【77.4％】 

合計 8,529万人 

携帯電話・PHS 
及び携帯情報端末 
6,923万人【81.2％】 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

図表1-2-2 インターネット利用端末の種類（2005年末）

３DSL、ケーブルインターネット、FTTH、無線（FWA）の合計とした
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（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 
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※　「変更の予定がある」と回答した利用者の割合 

不明　3.5％ 
 

分からない 
11.7％ 
 
 

変更の予定はない 
60.9％ 
 

変更するかどうか 
検討中 
15.6％ 
 

変更の 
予定が 
ある 
8.3％ 
 

2.30.31.71.7
6.18.0

80.5

図表1-2-5 変更予定の回線（左：回線変更予定の有無、右：変更予定の回線（複数回答））
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3 モバイル化

。

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

50.1

39.1

19.2

17.7

8.3

9.6

（％） 

無回答 

その他 

その他の店舗 

レストラン・ 
喫茶店等の飲食店 

空港・駅等の公共空間 

ホテル等の宿泊施設 
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図表1-2-9 公衆無線LANサービスの利用場所

0

2,000

4,000

6,000

8,000

ゲーム機・TV等 

携帯電話・PHS 
及び携帯情報端末 
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（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

（万人） 

（年末） 

 5,722
4,890

3,723

2,439 2,504
2,794

4,484

138 307 364 339 127 163

5,825

6,164 6,416
6,923

6,601

図表1-2-8 インターネット利用端末別の利用人口推移

４「公衆無線LANサービス」とは、飲食店、駅、空港、ホテル等の公共空間から、ノートパソコン等を用いて無線でインターネットに接続できるよ
うにするサービスである
５「WiMAX」は、IEEE（米国電気電子学会）で検討されている高速無線データ通信規格IEEE802.16の通称である。WiMAXは、モビリティを備えた
移動通信ブロードバンドの「IEEE802.16e」（最大通信速度15Mbps、高速移動時にも数Mbpsの高速通信が可能）と固定無線ブロードバンドの
「IEEE802.16-2004」（最大通信速度75Mbps、通信距離最長約48km）の二つのアクセス技術から構成される
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（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 
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図表1-2-7 携帯インターネットの利用率
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※　2004年度分以降は電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、 
　　それ以前は事業者から任意に報告を受けた契約数を基に算出 

FTTH DSL

図表1-2-6 DSL・FTTHの契約純増数
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モバイルコンテンツ産業の市場規模C O L U M N

モバイル化の進展は、モバイルコンテンツ産業の

市場の拡大という傾向にも現れている。モバイルコ

ンテンツ市場とモバイルコマース市場からなる我が

国のモバイルコンテンツ産業の市場規模 は2005年

に7,224億円（対前年比39.0％増）となり、市場別

には、モバイルコンテンツ市場で3,150億円（同

21.0％増）、モバイルコマース市場で4,074億円（同

57.1％増）となっている。

（年） 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2005200420032002

モバイルコマース市場 モバイルコンテンツ市場 

※　モバイルコマース市場については、推計における構成項目をそ及して追加し
たため、平成17年版情報通信白書とは数値が異なる 

総務省「モバイルコンテンツ産業構造実態に関する調査研究報告書」
により作成 

（億円） 

4,074

2,593

1,709
1,193

1,793 2,133
2,603

7,224

5,196

3,842

2,986

3,150

図表　モバイルコンテンツ産業の市場規模

６各市場の規模は、通信事業者や業界団体等へのヒアリング及び各種資料から推計したモバイルコンテンツ市場及びモバイルコマース市場を加算し
算出した。モバイルコンテンツ市場は携帯電話インターネットを通じて取引されるデジタルコンテンツ（着信メロディ等、静止画、動画、ゲーム、
占い）の市場を指し、モバイルコマース市場とは、携帯電話インターネットを利用したモバイルコンテンツ以外の、物販系（通信販売）、サービ
ス系（チケット販売）及びトランザクション系（株式売買手数料、オークション手数料）の市場を指す。なお、当該市場規模については、第8節
の消費者向けモバイルコマース市場規模とは推計方法が異なっているため、数値は異なったものとなっている
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1 企業のインターネット利用状況

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編・事業所編）」 

0 20 40 60 80 100（％） 

企業 

事業所 

97.6

0.8 1.3 0.3

85.7

3.8

10.0

0.5

利用している 
利用していないが今後利用する予定がある 

不明 
利用していないし、今後利用予定もない 

図表1-2-10 企業・事業所におけるインターネットの
利用状況

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

50.2

29.2

16.1

15.7

9.6

8.9

3.7

3.1

（％） 0 10 20 30 40 50 60

その他 

CATV回線 

ISDN回線 
（非常時接続） 

ダイヤルアップ 
（電話回線） 

専用線 

ISDN回線 
（常時接続） 

DSL回線 

FTTH回線 
（光回線） 

図表1-2-11 企業におけるインターネット接続回線

2 インターネットの利用状況

（ページビュー） 

一人当たりのページビュー 

19分58秒 
 

35.9

24分04秒 
 

42.7

26分49秒 
 

49.7
34分07秒 

65.5

（出典）Nielsen//NetRatings 家庭からのアクセス 

一人当たりの利用時間 
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00分00秒 

59分59秒 

図表1-2-12 利用状況（日間）

2 個人・家計のインターネット利用状況

0 20 40 60 80 100（％）

55.3 18.9 8.4 9.7 7.6

43.9 28.5 13.9 8.1

5.6

パソコン 

携帯電話 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査報告書（世帯編）」

毎日少なくとも１回は利用 週に少なくとも１回は利用 
それ以下 無回答 月に少なくとも１回は利用 

図表1-2-13 インターネットの利用頻度

７「ネットレイティングス調べ」
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4 インターネット利用の多様化

3 インターネットのトラヒックの推移
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（出典）各IXのデータを参考に作成 

・JPIX　Japan Internet eXchange 
（日本インターネットエクスチェンジ株式会社が運営するIX） 
・JPNAP　Japan Network Access Point  
（インターネットマルチフィード株式会社が運営するIX） 
・NSPIXP  Network Service Provider Internet eXchange Point 
（WIDE Projectが運営するIX） 

115.9Gbps（2005.11） 

１日のピークトラヒックの月平均 
 

１日の平均トラヒックの月平均 
 

158.4Gbps（2005.11） 

（Gbps） 

1997 
 

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
（月） 
（年） 

※IX （Internet eXchange）：インターネット接続事業者間を相互接続する相互接続点 
 

図表1-2-14 国内主要IXにおけるトラヒックの推移

８総務省では、ISP7社及び学界の協力を得て、我が国のインターネットのトラヒック情報の集計・試算を行っている
９ISP同士の相互接続点としてトラヒックの中継を行う地点
10契約者がダウンロードする際の情報量
11契約者がアップロードする際の情報量
12ISP7社が国内主要IXのInのトラヒック総量に占める割合は41.5％であり、ISP7社のブロードバンド契約者のトラヒックが194.2Gbpsであることか
ら、194.2Gbps÷41.5％＝468.0Gbpsと試算できる

ブロードバンド契約者 
（DSL、FTTH）の 
 トラヒック〈7社〉 

ISP同士のトラヒック交換 ISPと契約者との間の 
トラヒック交換 

国内主要IXで 
国内ISPと交換される 
トラヒック〈7社〉 

国内主要IX以外で 
国内ISPと交換される 
トラヒック〈7社〉 

国内主要IXで交換 
されるトラヒック総量 海外ISPと交換される 

トラヒック〈7社〉 

 116.0　 
133.0　 
146.7　 
194.2　 
＋26.5％ 
＋46.0％ 

In） 
Out） 
In） 
Out） 
In） 
Out） 

In） 
Out） 
In） 
Out） 
In） 
Out） 

In） 
Out） 
In） 
Out） 
In） 
Out） 

In） 
Out） 
In） 
Out） 
In） 
Out） 

In） 
 
In） 
 
In） 
 

 38.0　 
 33.0　 
 54.0　 
48.1　 

＋42.1％ 
＋45.8％ 

 55.1　 
 43.3　 
 80.9　 
68.1　 

＋46.8％ 
＋57.3％ 

28.5　 
16.7　 
 57.1　 
39.8　 

＋100.4％ 
＋138.3％ 

 80.3　 
 

115.9　 
 

＋44.3％ 

2004年11月 
 

2005年11月 
 

伸び率（年率） 

※　InはISP7社に流入するトラヒック、OutはISP7社から流出するトラヒック 

（Gbps） 

図表1-2-15 2004年11月と2005年11月のトラヒックの比較

無回答 

分からない 

その他（IP電話などの通話サービスは除く） 

オークション 

電子ファイルの交換・ダウンロード 

ソーシャルネットワーキングサービス 

ブログ（ウェブログ） 

電子掲示板（BBS） 

メールマガジン 

電子メール（メールマガジンを除く） 

ウェブ閲覧 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」

（％）
83.9

30.2
53.8
57.7

22.0
9.2
17.4

4.3
13.4

2.3
2.2
0.5

5.4
16.2

18.0
2.5
2.2
0.8
2.1
3.2
7.2

29.2

携帯電話 パソコン 

図表1-2-16 パソコンと携帯電話によるインターネッ
トの利用目的
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1 情報通信機器の世帯普及率

2 情報通信機器の国内出荷

3 情報通信機器の使用年数

3 情報通信機器の普及状況

内閣府経済社会総合研究所「消費動向調査」により作成 

（年度末）  2004  2001  1998  1995  1992  1989  1986  1983  1980  1977  1974  1971  1968  1965
0

20

40

60

80

100
（％） 

携帯電話 

パソコン 

ビデオカメラ 

DVDプレーヤー 
・レコーダー 

カラーテレビ 

カラーテレビ DVDプレーヤー・レコーダー 
携帯電話 ビデオカメラ 

パソコン 

図表1-2-17 情報通信機器の世帯普及率
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内閣府経済社会総合研究所「消費動向調査」により作成 

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3（台） 

電子レンジ 

電気洗たく機 

電気冷蔵庫 

電気掃除機 
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レコーダー 

パソコン 

携帯電話 

カラーテレビ 
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報
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電 
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２
０
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末
時
点
） 

2.5

1.9
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1.5

1.3

1.1

1.0

図表1-2-18 情報通信機器と家電の一世帯当たり保有
台数（2005年度末）

（社）電子情報技術産業協会資料、 
カメラ映像機器工業会資料により作成 

0 2,000 4,000 6,000（万台） 

カーナビゲーション 
システム 

銀塩カメラ 

デジタルカメラ 

携帯電話 
（自動車電話を含む） 

ノートパソコン 

デスクトップパソコン 

MD

CDプレーヤー 

DVDレコーダー 
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423.8
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844.3
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405.6

図表1-2-19 主な情報通信機器の国内出荷台数
（2005年）

内閣府経済社会総合研究所「消費動向調査」により作成 
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図表1-2-21 電気通信機器の使用年数（2005年度末）
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（社）電子情報技術産業協会資料、 
カメラ映像機器工業会資料により作成 
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図表1-2-20 主な情報通信機器の国内出荷台数の対前
年比増加率（2005年）
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内閣府経済社会総合研究所「消費動向調査」により作成 
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故  障 上位品目への移行 住居の変更 その他 

図表1-2-22 電気通信機器の買換理由（2005年度末
時点）
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13製品を生産した企業の本社所在地でエリアを判断している

2005年の我が国の情報通信機器のグローバル市

場におけるマーケット・シェアを見ると、カーナビ

ゲーションで72.4％、デジタルカメラで70.4％、

DVDレコーダーで62.6％と6割から7割のシェアを

占めており、また薄型テレビでは、プラズマテレビ

で46.8％、液晶テレビで43.9％と4割以上のシェア

を占めているなど、映像関係情報通信機器について

高いシェアを占めている（図表）。一方、携帯電話

のシェアは15.4％、ノートパソコンは10.2％、デス

クトップパソコンは4.2％となっている。

また、ネットワークの運用・管理等の機能を有す

る情報通信機器については、サーバーは7.8％、ル

ーターとスイッチはそれぞれ2.5％となっており、

グローバル市場におけるマーケット・シェアは低

い。

グローバル市場における情報通信機器の状況C O L U M N

0 20 40 60 80 100

スイッチ 

ルーター 

サーバー 

デスクトップパソコン 

ノートパソコン 

カーナビゲーション 

デジタルカメラ 

携帯電話機 

ブラウン管テレビ 

液晶テレビ 

プラズマテレビ 

DVDレコーダー 

※　サーバー、ルーター及びスイッチ以外は生産台数ベース。サーバー、ルー
ター及びスイッチは出荷金額ベース 

※　ルーターの日本のシェアは、全体の上位10位までに含まれる日本企業の
合計 

※　ルーターは企業向けルーターを対象 

サーバー、ルーター及びスイッチ以外は、富士キメラ総研資料、サ
ーバー、ルーター及びスイッチは、ガートナー データクエスト（2006
年2月（サーバー）、4月（ルーター）、2月（スイッチ））により作成 

（％） 

62.6

46.8
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28.8

15.4

70.4

72.4
10.2

4.2

37.4

53.2

56.1

71.2

84.6

29.6

27.6

89.8

95.8
7.8

97.5
2.5

97.5
2.5

92.2

日本 海外合計 

図表　我が国の世界の情報通信機器におけるマー
ケット・シェア
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4 携帯情報通信端末の高機能化の見通し

1 携帯情報通信端末の特性と現状

2 携帯情報通信端末の発展の方向性

14PDA（Personal Digital Assistance）は、個人向け携帯情報端末であり、スケジュールや住所録といった個人情報を扱う小型の機器で、通信機器と
組み合わせて電子メールをやりとりし、パソコンで利用する文書や表計算ソフトのファイルが取り扱えるものもある

ウェブ 

映像 

音楽 

ゲーム 

受信コンテンツ 
のコピー 通話・メール 

・記録容量 
・コンテンツ保存 
・スケジュール管理 
・Windowsアプリ利用 

GPS

・ 
・ 

図表1-2-23 携帯情報通信端末の機能の高度化
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（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

図表1-2-24 携帯電話・PHSの利用機能と利用意向
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平均有料コンテンツ配信利用料（月額） 
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（円） 

10,000

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

50代以上 40代 30代 20代 10代以下 女性 男性 
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図表1-2-25 携帯電話・PHSの月額の平均利用料金
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（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

図表1-2-27 回答者端末機能別効用値

コンテンツ重視 
（29.7％） 

音楽・ 
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（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

図表1-2-26 クラスター分析による回答者分類

15分析の詳細については、付注7を参照


